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酬をもらって働いている状況の中で、区の自主性、自立性はあるのであろ
うか、という問題意識から出発した。
市町村合併は、ある意味で補助金のあり方、行政委員のあり方について
の再検討をするよい機会なのではないかと考えられる。自治（autonomy）
を「自らをガバナンスもしくはコントロールする自由である」という観点
からすると、区の自主性が求められているということである。
それは行政からの補助金を一切拒絶し、行政から委託されたこれまでの
仕事をすべて拒否することではないだろう。行政と一定の距離を取りなが
ら、地域自身で決めた目標をもって、行動することが必要である。そのた
めに、区（自治会）も自治体と同じく、自らの手で長期計画-年次計画-実
施計画を作ることから始めなければならないという考えには説得力があろ
う。)
注
（） 市町村合併の目的として簡素で効率的な地方行政体制の整備をあげることがで
きる、とはよくいわれている。
（） 拙稿「町村合併後のコミュニティの現況と政策」『自治研やまなし』第	号、
山梨県地方自治研究センター、2007年月。
（） 鳥越浩之『地域自治会の研究』ミネルヴァ書房、1994年、91〜98頁参照。
（） 江口清三郎「自治体の補助金再考」、松下圭一他編『自治体の構想』岩波書
店、2002年所収、参照。
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